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    平平成成2222年年度度決決算算にに基基づづくく  
健健全全化化判判断断比比率率等等のの状状況況ににつついいてて  

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、健全化判断比率及び資金

不足比率についてお知らせします。 

 平成22年度決算に基づき算定した本市の各指標は、以下のとおりで、健全化判断比

率はいずれも国が定める「早期健全化基準」を下回っており、また、各公営企業にお

ける資金不足比率は、資金の不足を生じた会計がないため該当がありませんでした。 

実質公債費比率は、市債の元利償還金が減少したことなどにより、昨年に比べ2.6%

減少しました。 

また、将来負担比率は、一般会計における地方債残高及び一部事務組合が起こした

地方債に係る償還負担見込額が減少したことや財政調整基金、減債基金など充当可能

基金の残高が増加したことなどにより、昨年に比べ14.2%減少しました。 

しかしながら、それぞれの比率は依然として全国市区町村平均（実質公債費比率

10.5%、将来負担比率 79.7%）を上回っており、今後も引き続き行財政改革を推進し、

より健全な財政運営に努めてまいります。 
 

  ■ 健全化判断比率  

 

滑川市の 
健全化判断比率 

国が定める基準 

22年度 
決算 

（参考） 
前年度 

早期健全 
化基準 

財政再生 
基準 

実質赤字比率 － － 13.86% 20.00% 

連結実質赤字比率 － － 18.86% 35.00% 

実質公債費比率 16.5% 19.1% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 88.1% 102.3% 350.0%  

※赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は、「－」と表示しています。 
 

  ■ 資金不足比率  

※資金の不足額がないため、各公営企業における資金不足比率は、「－」と表示してい

ます。 

会   計   名 

滑川市の 
資金不足比率 

国が定め 
る基準 

22年度 
決算 

（参考） 
前年度 

経営健全 
化基準 

水道事業会計 － － 20.0% 

下水道事業特別会計 － － 20.0% 

農業集落排水事業特別会計 － － 20.0% 

工業団地造成事業特別会計 － － 20.0% 
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  ◆◆  用語解説 

 

○○健健全全化化判判断断比比率率    

地方公共団体における財政状況がどの水準にあるのかを示すもので、「実質赤字比率」「連

結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の４つの財政指標の総称です。 

 

○○実実質質赤赤字字比比率率    

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。 

 

 

 

※標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模
を示すもので、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を
加算した額をいいます。 

  

○○連連結結実実質質赤赤字字比比率率  

全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。 

 

 

 

 

○○実実質質公公債債費費比比率率  

一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率で、一部事務組合への負

担金や公営企業会計に対する繰出金のうち、元利償還金相当分なども要素に加えられていま

す。 

 

 

 

 

 

 

○○将将来来負負担担比比率率  

地方債の残高をはじめ一般会計等（普通会計）が将来負担すべき実質的な負債の標準財政

規模に対する比率です。 

 

 

 

 

 

 

一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率 ＝ 

                 標準財政規模 ※ 

連結実質赤字額 
連結実質赤字比率 ＝ 

                   標準財政規模 

              将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 

                  ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率 ＝ 
            標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

          （地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） 

                  － （特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率 ＝ 
 （３か年平均）    標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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○○早早期期健健全全化化基基準準  

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自

主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比

率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値です。 

それぞれの比率のうち一つでも早期健全化基準以上になった場合には、地方公共団体は「財

政健全化計画」を策定しなければならないこととされています。 

 

○○財財政政再再生生基基準準  

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により、自主的

な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基

準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のそれぞれについて、早期健

全化基準を超えるものとして定められた数値です。 

それぞれの比率のうち一つでも財政再生基準以上になった場合には、地方公共団体は「財

政再生団体」と判定され、「財政再生計画」を策定しなければならないこととされておりま

す。 財政再生団体となった場合には、財政再生計画について総務大臣の同意を得ない限り、

ほとんどの地方債発行が制限されます。 

  

○○資資金金不不足足比比率率  

公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率です。 

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、

経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえます。 

 

 

 

 

○○経経営営健健全全化化基基準準  

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資

金不足比率について定められた数値です。 

それぞれの公営企業において経営健全化基準以上になった場合には、各公営企業会計ごと

に「経営健全化計画」を策定しなければならないこととされております。 

資金の不足額 
資金不足比率 ＝ 

                事業の規模 
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地
方
公
共
団
体 

一般会計 
普通会計 

 

 

 

・一般会計 

 

 

 

・老人保健医療の一部 

特別会計 

公営事業会計 

・国民健康保険事業    ・介護保険事業 

・後期高齢者医療事業  ・老人保健医療事業 

 
うち 
公営企業会計 
 

・水道事業 

・下水道事業 

・農業集落排水事業 

・工業団地造成事業 

 ・富山地区広域圏事務組合   ・市町村会館管理組合 

・新川育成牧場組合         ・市町村総合事務組合 

・滑川中新川地区広域情報事務組合 

・後期高齢者医療広域連合   ・富山地域衛生組合 一部事務組合・広域連合 

 ・土地開発公社             ・体育協会 

・青少年婦人研修センター    ・農業公社 

・文化・スポーツ振興財団 

・㈱ウェーブ滑川 地方公社・第三セクター等 

 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

資
金
不
足
比
率 

※公営企業会計 
ごとに算定 

健全化判断比率等の対象範囲について 


